
- 1 -

原子力発電所における事業者の自主点検作業
記録に係る不正等に関する調査について

平成１４年８月２９日

原子力安全・保安院

１．事案の概要
原子力安全・保安院においては、東京電力株式会社（以下「東京電力 ）」

福島第一原子力発電所、同福島第二原子力発電所、同柏崎刈羽原子力発電所

General Electric Internationalにおいて ８０年代後半から９０年代にかけて、 、

（以下「ＧＥＩＩ社 」に発注して東京電力が実施した自主点検作業にInc. ）

つき、ひび割れやその徴候等の発見、修理作業等についての不正な記載等が

行われた疑いについて、これまで調査を行ってきているところです。

現在のところ、自主点検作業記録等の記載に不正の疑いがある機器は、シ

ュラウド、シュラウドヘッドボルト、蒸気乾燥器、アクセスホールカバー、

炉心スプレイスパージャ ジェットポンプ 炉心モニタハウジングであり 別、 、 （

紙１参照 、ひび割れの存在やその徴候等についての検査結果や修理記録及）

びこれらに係る日付の記載等について不正が行われた可能性があります。東

京電力からは、現時点では未確定であるもののこのような不正の疑いが３発

電所において２９件あるとするリストが提出されています。

これらの事案は、直接原子炉の安全性に重大な影響を及ぼすものではない

ため、定期検査において国が直接立ち会って確認を行う対象には含まれず、

事業者が自ら点検を行うものです。しかし、このような事案についても記録

について不正があることは、原子力発電所の保安体制の不備につながり、ひ

いては安全上重大な問題に発展しかねないため、当院としては、安全文化の

維持・向上という観点からは極めて深刻な問題と捉え、抜本的に改善してい

くべきと認識しております。このため当院としては、厳正かつ徹底的な調査

を行い事実関係につき明らかにしていくとともに、必要な対策を講じていく

方針です。
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２．事案の経緯と安全性への影響
本件調査のきっかけは、２０００年７月に通商産業省（当時）に寄せられ

た申告（情報提供）であります。その後、当院において慎重かつ入念な調査

を積み重ねてきた結果、東京電力及びＧＥＩＩ社は、自主点検作業記録等に

つき、上記のとおり従業員による不実記載が行われた可能性があることを認

め、両社が自ら内部調査を行うことにより、事実解明に全力を挙げ、当院の

調査に全面的に協力していくことを申し出ております。

当院としては、今後、事実関係が確定できた時点で具体的内容等について

の公表を行う方針ですが、現時点までに当院が入手した情報に基づけば、３

発電所のうち８基の原子炉においては、ひび割れ等が存在する機器が、現在

も取替又は十分な修理が行われないまま炉内に残っている疑いがあることか

ら、念のため安全についての確認を行い、その結果について以下のとおり公

表することとしました。

・ひび割れ、摩耗等が交換・修理されていないまま存在している疑いがある機器

①シュラウドに未修理のひび割れが存在する疑いがあるもの

・福島第一原子力発電所 ４号機

・福島第二原子力発電所 ２号機

・福島第二原子力発電所 ３号機

・福島第二原子力発電所 ４号機

・柏崎刈羽原子力発電所 １号機

②ジェットポンプの固定用部品に未修理の隙間、摩耗が存在するある疑いがあるもの

・福島第二原子力発電所 ２号機

・福島第二原子力発電所 ３号機

・福島第二原子力発電所 ４号機

・柏崎刈羽原子力発電所 ２号機

・柏崎刈羽原子力発電所 ５号機
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③ジェットポンプの計測用配管に未修理のひび割れが存在する疑いがあるもの

・福島第一原子力発電所 ６号機

これらの事案は、ひび割れ等の状況について安全上より厳しく評価したと

しても、安全性に影響を与えるものではない旨事業者から報告を受けており

ますが、当院としてはその根拠等につき詳細な資料提出を求め、それら資料

に基づき分析したところ、直ちに安全性に重大な影響を与える可能性がある

ものは含まれていないと判断いたしました（別紙２参照 。また、当院とし）

ては、これまで収集したデータを示した上で外部の専門家の意見を念のため

聴取したところ、当院の判断は妥当であるとの見解を得ております。

今後の調査の中で、ひび割れ等が現在も存在する疑いのある機器が更に明

らかになった場合には、安全についての確認を行い、公表してまいります。

３．今後の対応
今後、当院としては東京電力及びＧＥＩＩ社に対し引き続き関連資料の提

出を求め、必要に応じ東京電力に対して法令に基づく報告徴収及び立入検査

等を実施することなどにより、事実関係を徹底的に調査していく方針です。

、 、また 現在でもひび割れ等が存在する疑いのある上記のプラントについては

次回定期検査開始時に立入調査を行って、設備の状況につき確認を行う予定

です。万が一、今後の調査の過程で重大な安全上の問題が発見されれば、直

ちに原子炉を停止して検査・確認し、必要な対策を講じるよう求めます。

当院としては事実関係が確定できた段階で報告書を作成・公表し、東京電

力に対し抜本的な再発防止策の構築を求めるとともに、外部の専門家等によ

る評価委員会を設け、本件に係る当院の調査方法等についても評価を得るこ

ととしております。また、事実関係が確定できた段階で仮に法令違反があれ

ば、東京電力に対し、所要の処分を行うこととしております。

当院は、今回調査を行っている東京電力（株）以外の電力会社、その他原

子力事業者、主要な関係事業者についても、同様の問題が発生していないか

総点検を行うよう指示することとしております。

※本件については、調査結果の信頼性を確保するため、法律及び技術的な専門性を有する職員から成

る特別の調査チームを院内に設け、調査を行っているところであります。
















